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対 中ODAを 巡 る 日本 ・中国 の認識 と中 国の 報道

王 坤

は じめに

1990年 代から日本国内においては政府、与野党およびマスコミの間で、対

中ODAの あり方について議論が起こり、様々な視点から様々な打ち切りの

理由が提示された。この中では、広報の不足の問題をめぐって、「中国は感謝

をしていない」との議論も行われ、日中双方の感情的な対立を引き起こした。

小論は、日本側の議論と中国政府の対中ODAに 関する見解について確認

した上で、中国側の対中ODAに 関する報道の状況を、『人民日報』を中心に

分析する。対中ODA問 題に関して、『人民 日報』はよく利用される資料であ

るが、長期的な視点で対中ODA報 道の推移を検討 した研究はほとんどない。

劉志明の研究は、この問題に取 り組んだ数少ない研究であるが、検討の対象

時期が1994年 までを中心とし、無償援助凍結などで日中関係が転換する95

年以降をほとんど含んでおらず、データー収集が不十分であるなどの問題が

ある1。

小論は、『人民 日報』のデータベースを利用 して、2000年 までを対象に中

国側の報道の状況を分析 し、広報不足と指摘された問題の背景にある報道の

実態 と中国の対中ODA認 識の一端を明らかにしたい。2000年 を区切りとす

るのは、翌年より日本政府の対中ODA方 針が転換 して、ほぼ一貫して増加

傾向にあった円借款が減少に転じ(2003年 には年額で2000年 比45%に 削減)、

重点も環境分野などへと変化するなど、ODAの 性格に変化が現れるからで

ある2。

1.対 中ODAに 対す る日本の認識 と議論

対中ODA見 直しを含めた打ち切 りに向かっての議論は、1990年 代より

様・々な場で行われていた。早くも1996年11月28日 に自民党外交調査会は

円借款継続の是非を含めた対中政策の見直 しなどを盛 り込んだ外交政策指針
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「日本のアジア ・太平洋戦略 変化への挑戦」をまとめた。対中円借款に

ついては、「すでにかなりの成果をあげてきた」と評価する一方で 「中国経済

は軌道に乗り始めてお り、円借款の時代は終わりつつあるかもしれない」と

指摘している3。

マスコミにおいては、中国が経済力 と軍事力を伸ばし、かつ日本のビジネ

ス競争相手としても存在感を増 し始めた1990年 代末頃から 「対中ODAは

無駄遣いではないか」と批判され、廃止を求める議論が提示されるようにな

った4。この動きを受けて、外務省は2001年 に 「対中経済協力については、

日本の厳しい経済 ・財政事情を背景に国内において様々な議論がある」と初

めて公式に認めた上で、「今後の援助の在 り方について検討を加えることは時

宜に適っていると言えよう」5と述べている。ここでは対中ODAの 打ち切 り

は想定されていないが、その流れの中での一つの伏線だと言えよう。

2001年 に策定された 「対中経済協力計画」に基づいて見直しが行われた結

果、2001年 度の対中円借款は前年度比で25%減 少し、ODAの 対象分野も

54%が 環境分野となった6。

これに伴い、対中ODAに 対する批判は一時的に収束をみせたが、自民党

内の対外援助に関する会合ではかな り厳 しい批判が出たとされる。武見敬

三 ・自民党参議院議員は、対中円借款を打ち切る理由を 「挙げればきりがな

い。もはや、止めてしまえという意見さえ出るようになった」と証言した上、

「従来のインフラ重視型の円借款は目的を達 した。中国が既に外貨を獲得 し

ており、自助努力で開発すべき段階に入っている」7と述べ、打ち切 りに同調

の姿勢を見せた。この時期、2001年 の小泉純一郎首相による靖国参拝問題に

加え、東シナ海のガス田開発をめぐる摩擦など一連の問題によって、日本に

おける 「嫌中感情」が高まり、中国のODAか らの 「卒業」を求める議論が

加速した。

2004年 秋から具体的な対中円借款 「卒業」の議論が本格的に開始される。

この年の11月26日 の参議院本会議で、町村信孝外相は対中ODAに ついて

「中国の発展が進む中で、我が国からの中国向けODA供 与額を減少させて

いく。近い将来、中国がODAの 卒業生になることが適当と考える」と述べ、

打ち切 りを視野に対中ODA供 与額を減少させていく考えを初めて明示した8。
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続いて11,月28日 に、小泉首相は「中国は目覚ましい経済発展を遂げている。

もう卒業の時期を迎えているのではないか」と語 り、近い将来に廃止する考

えを示したことが報じられた9。

対中ODAの 打ち切 りを巡って、日本国内で行われた主な議論には、以下

のようなものがある10。

① 中国が高度経済成長を続け、経済大国化 しつつあること

② 日本が財政危機、経済苦境に陥って、援助の余裕がなくなっていること

③ 中国が 「軍事大国」化 しつつあること

④ 中国が高度な科学技術を有すること

⑤ 中国が日本の援助を受けながら、他国を援助していること

⑥ 対中ODAに 対する中国からの感謝がないこと(広 報不足により中国国

民が援助を知らず、感謝がないこと)

① と②は日本政府の公式見解で、その他の理由は与野党政治家やマスメデ

ィアなどの論議であることに注意すべきである。①と②に関して、金煕徳 ・

中国社会科学院日本研究所副所長は、中国の経済発展につれて、資金の調達

能力が高まっていることを指摘し、日本政府の見解は客観的かつ理性的で条

理に適 うと評価 している11。

③については、日本の対中ODA開 始以前から中国はすでに60年 代に核兵

器や ミサイルなどを保有 し、世界でも有数の兵員数を有 していたが、特に冷

戦とい う枠組みの中で、ソ連の脅威に対抗するために、中国側の軍事力増強

は日本側の望むところでもあった。

④の科学技術についても、60年 代に核兵器の保有、70年 代に人工衛星の

打ち上げの成功など、ある限定的な領域においては、すでに高度な技術を有

していた。 しかし、冷戦終結後の新たな国際環境に対応 して、 日本の途上国

援助方針が1992年 の 「ODA大 綱」として明確化されると、中国の核実験が

無償援助凍結に結びついたり、軍事力の技術革新においてODAと の関与が

議論 されるなど、それまでにはなかった状況が生 じることとなった。

⑤の中国の対外援助についても、1950年 にスター トした対ベ トナムの経

済 ・軍事援助が中国の対外援助の始ま りだと言われ12、日本からのODA供

与以前の1978年 までに、66の 国に援助が行われていた13。その援助の実態
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は十分明らかになっていないが、日本側は、このようなことを事前に了解を

していたと考えられる。

以上から考えると、基本的には冷戦終結後の国際環境の変化が、これまで

も存在しながら問題視 されなかった③～⑤の問題を浮かび上がらせ、①②の

状況変化 と相まって批判が顕在化 したと考えられる。対中ODAを 日中両国

間の一種の交換関係 として捉え、「援助を受ける中国側にとっては相変わらず

有利だが、日本は対中ODAか ら得る経済上の収益がすでに明らかに減った

上、政治上にも顕著な収益が見当たらないからだ」と打ち切 りの理由を分析

する中国側の研究者もいる14。

⑥の 「感謝」の問題に関しては、中国政府は、北京の地下鉄 ・空港などの

整備に日本のODAが 使用されていることを中国国民に全く知らせていない

ので、国民は日本に対する感謝の念を抱かないといった議論が展開されてい

る。そして、中国政府の対日姿勢や 「反 日」的世論が、「ODAに 感謝 してい

ない」ことの証拠として示される15。

五百旗頭真によれば、1998年 に訪 日した江沢民国家主席による歴史問題へ

の糾弾が、日本の反感 と憤りを引き起こし、日本の世論において、評価も感

謝もされていない対中ODAは やめるべきだとの言葉が飛び出した16という。

また、1999年 には 「中国は日本の過去二十年間の対中経済協力に対する感謝

の気持ちが薄い」17といった国民の不満の声もマスメディアに登場するよう

になった。2001年8月23日 に山崎拓 ・自民党幹事長は 「東南アジア(各 国

で)は 国民が感謝してくれると確信するが、その点は中国と違う」と不満を

示 した18。

中国政府の国内での対中ODAに 関する広報不足により、中国国民は対中

ODAの 事実をあまり知らず、そのためこれに感謝することもない、という説

明は論理的ではある。日本型ODAを 研究する専門家は、対中ODAに ついて、

「一般の中国人は当然のこと一部の専門家や学者もあま り知らなかった」19

と指摘し、間接的に広報不足の問題を認めている。また、馬立誠(元 『人民

日報』評論員)も 「日本の行った寄与に対して、故意に言及を控えたり、過

小評価したりしてはならない」20と広報不足の問題を批判 している。
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2.対 中ODAに 対す る中国政府の認識

言 うまでもなく、対中ODAは 中国の経済発展および民生の向上に大きく

貢献 してきた。2004年 、王毅駐 日中国大使はインタビューの中で、対中ODA

について、 「中国の指導者と、中国の政府も一貫 してこれを評価 し、一回な

らず、感謝の意を表明してきたわけだ」21と明言している。

中国政府の対中ODA認 識は、以下のようにまとめられる。

①日中関係の発展 と中国の現代化促進への貢献についての高い評価

1980年 に北京で開催された日中閣僚会議においてまとめられた「第一回日

中閣僚会議共同新聞発表」では、「双方は、両国間のこれまでの経済協力が両

国関係の全面的な発展に貢献 したことを高く評価する」22との文言が入って

いる。また、1992年 に張香山 ・中日友好協会副会長は 「急速に発展してきた

中日経済協力が中国の現代化建設を促進 させた」23と評価 している。2000年

に訪 日した朱鋸基首相は、中国の経済発展、国家建設にとって大きな助けと

なっていると評価 した24。

②日中友好のシンボル としての評価

1983年 、『人民 日報』は、日本の無償援助で建設した 「日中友好病院」を

「日中友好の象徴」と例えた25。前述した王毅大使は、対中ODAの 性格にっ

いて、「これは日本政府の中国に対する友好政策のシンボルの一つでもあると

考えている」と明言している。

③互恵的性格についての認識

1988年 に訪中した竹下登首相に対 し、李鵬首相は、新規円借款について、

中国に有利だと述べた上で、長い目で見れば、日本にも有利だと発言し26、

対中ODAの 互恵的性格に言及した。

また、かつて中国外交部部長を務めた銭其探は、その著書において 「天安

門事件後日本は……率先 して1990年 に凍結した第三次円借款を再開させた

が、これは、 日本 自身の利益のためでもある」27と書いている。以上から、

対中ODAは 日本側のためでもあるとの意識は、比較的早い段階において窺い

知ることができる。

互恵的性格についての認識は、1995年 の中国の核実験に対する日本政府の

無償援助の一部凍結以後、より明確に主張されるようになった。1995年 に訪
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中した日中経済協会代表団に対し、李鵬首相は 「中日間の経済協力は平等互

恵関係である。 日本は中国に円借款を貸出し、中国の発展を助けたことに対

し、感謝する。このことは日本の経済発展をも推進 したので、日本側にも有

利である」28と述べ、このような観点を明確にした。

④戦争賠償との関連性

日中両国政府は、公式的には戦後賠償 とODAの 関連を否認しているが、

毛里和子は、中国は戦争賠償の代わりだから当た り前 という態度を示してい

ないし、中国の指導者も賠償 と絡めて言及したこともほとんどないが、賠償

と全く関係ないわけではないという29。

1987年 、登区小平は、訪中した矢野公明党委員長に対し、「率直にいうと、

日本は世界のどこの国よりも中国に対する借りが一番多い国であると思 う。

国交回復の時、我々は戦争の賠償の要求を出さなかった。両国の長い利益を

考えてこのような政策決定を行った。東洋人の観点からいうと、条理を重ん

じているのであって、日本は中国の発展を助けるために、もっと多くの貢献

をすべきだと思 う」30と発言している。ただし、ここで注意しなければなら

ないのは、「光華寮事件」と、日本の防衛費が対GDP比1%を 突破 したこと、

および対日貿易に中国側が赤字を抱えていたことなどが、この発言の背景に

あったことである。

このような認識は、やはり1995年 の無償援助凍結をきっかけに一気に公

になった。中国外交部のスポークスマンは、経済協力に政治的な圧力を掛け

ることに断固反対すると述べた上、日本側は侵略の歴史を反省すべきだと言

い、対中ODAと 歴史問題との関連性を示 した31。また 『人民日報』の論説

「賢明でない行動」においても、戦後賠償に関連した形で、無償援助凍結に

対する批判が行われた32。上述した 日中経済協会訪中団との会見で、李鵬首

相は、中国は日本軍国主義者の侵略による被害は大きく、円借款 と比べるこ

とはできないと述べ33、中国核実験への経済制裁に反発 し、日本の援助 と戦

争賠償問題との因果関係を暗に示 した。

3.『 人民 日報』にみる中国側の対中ODA報 道

「感謝がない」、「広報不足である」と指摘された問題は、中国国内におけ
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る報道のあり方とどのように関っていたのであろうか。本節では、対中ODA

の方針が大きく見直される以前の2000年 までを対象に、対中ODAに 関す

る報道の情況について、『人民日報』を資料 として考察する。『人民日報』は

中国共産党中央委員会の機関紙であり、共産党中央の直接の管理 ・統制下に

あり、中国共産党 と政府の方針や意向を反映する特別な新聞である。同紙の

対中ODAを 含む 日本報道からは、党と政府における対 日戦略や方針などを

見出すことができる。従って、『人民日報』の言論は中国側の政策意図などを

察知するために極めて重要かつ有効な手段の一つである。対中ODAに 関す

る 『人民日報』の報道の特徴を、日中関係の変化も考慮に入れて長期的に確

認することで、中国の対中ODAに 対する認識の一端を浮かび上がらせるこ

とができるであろう。

ただし、『人民日報』の購読は政府機関などにほぼ限定され、それ以外の

読者は少ない。一日の発行部数は、1979年 に619万 部のピークから1989年

には290万 部、1996年 には207万 部程度に減少 しており34、人口に対する

発行部数でみても、その広報効果には限界がある。街中には 『人民日報』を

はじめとする各種の新聞を立読みできる掲示板も設置されているが、その広

報の効果もあまり期待できない。したがって、ここでは政府の政策意図を反

映する報道の大まかな実態を明らかにすることとなる。

(1)謝意をめぐる報道

表1は 、対中ODAの 見直し論が盛んになる前に、中国政府と指導者が、

どのような場面においてODAに 謝意を表 したかを、 『人民日報』と 『朝 日

新聞』の記事で確認したものである。 『朝 日新聞』の記事を併記したのは、

日本側の報道と中国側による国内向けの報道の差異を確認するためである。

表1中 国政府と指導者による対中ODAへ の謝意の表明

出 典 内 容

『朝日新聞』1980.5.28訪 日した華国鋒首相が大平首相に対し、無償援助による

北京市民病院(日中友好病院)の建設に感謝の意を表明。『人民
日報』1980.5.30 中国側

の報道によれば、華首相が 「深く謁憶 を表明」。
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表1か ら明らかなように、中国の政府指導者による謝意は、対中ODA事

業の開始 ・再開、新たな借款 ・援助供与の際に示されたものがほとんどで、

これは外交辞令としてだけではなく、引き続き日本側からの援助を得るには

大事なことでもある。 しかしながら、 『人民 日報』による謝意に関する報道

は、1989年 以降は、1995年 の李鵬首相によるもののみとなっている。 しか

も、この時の謝意は、上述のように、中国の核実験に対する日本側の無償援

助凍結を非難する発言の中で示されたものである。また、1998年 には、中国

政府による 「感謝の意」が、「日中共同宣言」 として初めて文書化されたが、

中国の国内報道では宣言の全文は公開されず、「感謝の意」の部分についても

省略されてしまった35。

このような状況から、公式の場で日本側に謝意を伝える中国政府の姿勢に

変化はないものの、1989年 の天安門事件を受けた円借款の凍結以後、国内で

の謝意の報道を抑制するようになっていたことが理解できる。

さらに 『人民日報』においては、中央の政府指導者以外の地方政府やその

他の組織 ・団体、個人などからの 「感謝」の言葉を探すことは、ほとんどで

きない。ほぼ唯一の例として上げられるのは、1993年 、日中両国で組織 され

た第二次日中合同視察団によるODAプ ロジェク トの視察記事である。無償

援助で上海交響楽団に楽器が提供されたことに対 し、団長は 「演出が成功す

る度に、 日本人民の支持と友誼を忘れない」36と語 り、事実上、感謝の気持

ちが伝えられている。

援助の受益者から十分な謝意が伝わってこないという状況は、日本での

ODA見 直しの議論の中でも問題視 されるようになり、2000年 の外務省経済

協力局長の私的懇談会による 「「21世紀に向けた対中経済協力のあり方に関

する懇談会」提言」において、「顔の見える援助」の重要性が主張されること

となる37。

(2)対中ODA報 道の推移

表2は 、1979年 から2000年 までの各年の日本が行った対中ODAに 関す

る報道件数をグラフに示 したものである。これらは、「円借款」、「無償援助」

と 「技術援助」に関する報道から構成 され、さらに 「無償援助」は、「草の根
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援助」と、「日中友好病院」、「日中青年交流センター」など具体的なプロジェ

ク トを報道するものから構成される38。

表2『 人民日報』における 「対中ODA」 報道件数の変化
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『人民日報』のデータベースにより作成

『人民日報』における対中円借款に関する報道は、1979年 の大平正芳首相

が訪中する前に見え始めた。1979年12月4日 の吉田健三大使に対するイン

タビュー記事において、今回の首脳会談では円借款を含めた様々なことにっ

いて話し合 うと記載されている。 さらに12月8日 の記事では、訪中した大

平首相が記者会見で500億 円の対中円借款を供与すると発言 したことが報道

された。また別の単独の記事で、円借款を利用する6つ のプロジェクトを詳

細に紹介 し、日本のODAが 中国経済の発展および対外貿易に大きく寄与す

ると指摘 した。12月10日 にも 「中日友好は輝かしい未来へ」とい う見出し

で、特恵円借款に関する記述があり、大平首相の訪中を機に、日中関係は1980

年代に友誼の果実を多く収穫できると確信するとの文言も入っていて、日中

関係の良好さを謳歌している。

1980年 代には、「無償援助」についての報道も 「円借款」と同じように少
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なかったが、この時期の対日報道は多く、内容の面も 「日本に学べ」と積極

的に日本を紹介するものが主流であった。対中ODAに 関する報道が多くは

なかったにも関わらず、総じて見れば、日中関係が良好であった1980年 代

の状況を窺い知ることができる。

1984年 には、報道数が一時急増加 したが、その大部分が無償で建設された

「日中友好病院」に関するもので22本 と多かった。この病院は最初から日

中友好のシンボル と位置付けられ、計画が立てられる時点から竣工するまで

幅広 く報道されたのである。この年、 日中関係は相変わらず良好で、同年訪

中した中曽根康弘首相が第二期円借款を約束したことを、中国側は大いに報

道し、 日中友好のムー ドを作り上げようとする思いが感知できる。それ以外

に 「日中」、「日中友好」の名を冠した 「日中青年交流センター」、「日中環境

保護センター」などに関する報道も多く見られる。

1989年 の天安門事件の発生後、中国政府は中断された円借款の再開を日本

側に積極的に働きかけ、事件後の記事は 「円借款凍結解除」に関する日本側

の言動を記すものばかりだった。従って、1990年 の対中円借款関連記事は

28本 にまで急増した。これに伴い、「無償援助」に関する記述も増加した。

この傾向は、円借款の凍結解除が正式に表明される1991年 まで続いた。

円借款供与が再開された1992年 からは、報道数は下降し始めるが、1992

年中はまだ比較的高い件数を維持している。1991年 は日本政府のODA4指

針の表明、1992年 には 「ODA大 綱」の閣議決定が行われ、日本側は借款供

与の約束の一方で、中国のNPT加 盟、軍縮や軍備管理への積極的な取り組

み、人権や民主化問題での前進などの政治的要請を行 うようになっていたが
39、このような状況が大きな摩擦となることはなかった。また、1992年 は日

中国交正常化20年 の節目で、江沢民共産党総書記が日本を訪問し、天皇の

訪中も実現 し、日中関係の新 しい紀元が開かれた年でもあった。日本関連の

報道は積極面を取 り上げるものがほとんどで、友好の雰囲気が保たれていた。

ただし、上述のように日本への謝意を伝える報道が国内向けに抑制されるよ

うになったことは、対中ODAを 通 じた日本の政治的関与の性格が明確化 し

たことに対する中国の警戒感の現れであったと考えることができる。

1990年 代初期には、対中ODAの 実施の効果や問題点などを検証するため、
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日中合同でODAを 利用した諸プロジェク トを訪問する視察団が組織される

ようになったが、『人民 日報』では、この視察団の動向も報道されるようにな

った。第一次視察は1991年 に実施 され、7月21日 付の報道があった。これ

は、「投資環境を改善し、投資による社会 と経済の効果を高めるために経験を

まとめ、問題点を探る」ことを目的とするものであった。つまり、 日本の民

間企業の対中投資誘致のためであった。

その後、1993年 に第二次、1994年 に第三次、1995年 に第四次の視察団が

組織されている。これ ら報道の中では、対中経済協力は有償、無償、技術援

助からなることなど、ODAを 利用 したプロジェクトを詳しく紹介し、中国

の経済発展および民生向上への貢献を高く評価 している。1997年 には、朱

委 ・対外経済貿易合作部(通 産省相当)国 際司長(局 長)と 、日本人記者を

含める10数 名の記者による、福建省 ・江蘇省のODAプ ロジェク ト視察も行

われている40。

1995年 の中国の核実験に対し、日本政府が一部の無償援助を凍結すると、

中国政府は、上述のように戦後補償との関係で、批判を展開するようになる。

翌年より、ODA関 連の記事件数はさらに減少傾向を見せるようになるが、

これは、「ODA大 綱」が対中ODAに 適応されたことに対する中国政府の警

戒、不快感の現われだと考えられる。対中ODAに おける報道は実務関係を

報道する程度となった。さらにこの年は戦後50年 の国会決議を巡って、 日

中間に歴史認識を巡る摩擦が生じており、無償援助凍結と合わせて歴史問題

などに関する日本批判の記事が掲載されるようになっていた。この年の日本

関係の報道件数は、毎年平均の2500本 ほどから3000本 台へと増加し、その

後の10年 間でも最も高い数字となっている。 しかし、内容はそれまで友好

基調から脱却し、日本に対する警戒や不満に転 じることになり、中国側の対

日認識の大きな転換点になった年であったと言えよう。

1997年3,月 に無償援助の凍結が解除されたが、関係する明確な記事は見

つからない。中国側の不満が解消しなかったことの表れであろう。

一方、日本側は1997年 になると、ODA広 報の強化について、中国政府に

要請を行 うようになっており、前述の朱委の訪 日に際しても、同様の要請が

なされた。これに対し、朱は、中国政府は毎年国際協力に関する記者広報会
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見を行っているし、プロジェクトの完工時にその地方の新聞に掲載するよう

にしている、さらに、どのプロジェクトも交換公文の署名時にテレビ、新聞

が報道していると指摘 した上で、日本の要請に応える姿勢を見せ、視察団を

より強化し、各地におけるODA関 連の報道を集め、日本側に提出するとの

対策を打ち出した41。1998年 以降の報道件数の若干の増加傾向は、このよう

な事情も背景としているであろう。

日本国内において対中ODAに ついての不満が一層高まる中、2000年5月

に訪 日した唐家琉外交部長は日本側の広報要求に対し、関係部局と共にでき

るだけ努力 したい旨応答 した42。これに伴い、2000年 の報道件数はさらに増

加傾向を示 している。

おわ りに

以上、対中ODA打 切 りに関する日本側の見解と中国の対中ODA認 識を概

括した うえで、中国側の対中ODAに ついての報道、評価および感謝などの実

態の一部を 『人民日報』を中心に検討した。

ソ連の脅威に対抗して中国との関係を強化し、中国の経済成長を自国の経

済発展の足がかりとする意図をもって開始された日本の対中ODA43は1980

年代の中国においても、友好的な雰囲気の下で受け入れられた。1990年 代に

入って 日本政府によるODAを 通じた政治的関与の方針が明確化するにつれ、

中国での国内報道は日本側への謝意の伝達について抑制的になり、1995年の

核実験を契機にODAを 巡る摩擦が顕著化すると、中国側は、互恵関係や戦後

補償 との関連に踏み込んだ言及をするようになった。1995年 は、日中関係の

大きな転換点となった。

1980年 代の 『人民 日報』の対中ODA関 係の報道件数は、友好ムー ドにも

関わらず、必ずしも多いものとはいえなかった。天安門事件以降、円借款の

凍結を受けて報道件数は急増 し、凍結解除後に再び減少に転 じるが、1990年

代を通じて記事数は1980年 代よりも高い水準にあった。日中関係が安定して

いた時代には、報道が少なくとも批判はなかったが、関係が不安定になった

時期には、報道が相対的に増加したにも関わらず、かえって広報不足に対す

る批判が行われるようになったのである。
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広報の問題を全面的に検討す るためには、都市報、地方紙、テレビなどそ

の他のマスメデ ィアの報道、その他の政府の広報政策 などの検討 が必要 とな

る。また、ODAの プ ロジェク トによって利益 を得た現地の人 ・々 の、対 日感情

や 日本認識の変化な どについて確認するには、対 中ODAを 実 際利用 したプ ロ

ジェク ト現地での調査 も必要であろ う。これ らを通 じて、ODAを 通 じた 日中

の相互認識の問題についての検討 を深めたい。
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